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第２章 循環を基調とする健全な社会の実現 

 

第１節 大気環境の保全 
 

１ 大気環境の現況 

（１）概況 

 大気汚染は、工場・事業場等の固定発生源から排出されるばい煙や粉じん及び自動車等の移動発生源からの

排出ガスの他、これら発生源からの排出物質が大気中で反応して二次的に生成されるもの等により引き起こさ

れます。 

 主な大気汚染物質としては、硫黄酸化物、窒素酸化物、光化学オキシダント、浮遊粒子状物質等があり、環

境基本法により、大気汚染に係る環境上の条件として、人の健康を保護する上で維持されることが望ましい基

準として「環境基準」が定められています。 

 本県においては、大気環境の状況を監視するため、発生源が集中している東部臨海地域を中心に昭和48年度

から一般環境大気測定局（以下「一般局」という。）を、さらに自動車交通量の増加に伴い、自動車排出ガスの

大気に及ぼす影響を把握するため、平成6年度から徳島市内の国道11号線沿いに自動車排出ガス測定局（1測定

局、以下「自排局」という。）を設置し自動測定機による常時監視をしています。また、県西部地域の大気状況

を把握するため、平成12年度脇町で、平成14年度池田町で測定を開始しました。 

 さらに、大気環境の状況をきめ細かく補完するため、移動測定車による測定（以下「移動局」という。）も行

っており、平成15年度は一般局24局、自排局1局及び移動局1局で県内の大気環境の常時監視を行っています。 

 また、降下ばいじん、浮遊粒子状物質中の金属成分、酸性雨、石綿の他、環境基準の定められているベンゼ

ン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン及びジクロロメタン、平成15年9月に環境中の有害大気汚染物

質による健康リスクの低減を図るための指針となる数値（指針値）が定められたアクリロニトリル、塩化ビニ

ルモノマー、水銀及びニッケル化合物を始めとする、有害大気汚染物質中の優先取組物質19物質についても環

境調査を行っています。 

 本県の大気汚染物質の環境濃度は、近年ほぼ横ばいに推移しており、平成15年度においても同様な状況とな

っています。（図2-2-1） 

 

図2-2-1 二酸化いおう年平均値の経年変化（一般局：有効測定局数平均、自排局１局） 
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図2-2-2 二酸化窒素年平均値の経年変化（一般局：有効測定局、自排局１局） 
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図2-2-3 浮遊粒子状物質平均値の経年変化（一般局：有効測定局数平均、自排局１局） 
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 平成15年度の一般局での測定結果に基づく大気汚染の概況は、次のとおりです。 

 

●二酸化いおうについては、24測定局全局で環境基準を100％達成しています。 

●二酸化窒素については、20測定局全局で環境基準を100％達成しています。 

●光化学オキシダントについては、18測定局全局で環境基準を超える日があり、「県大気汚染緊急時対策

措置要綱」に基づく注意報を1区域において発令しました。 

●浮遊粒子状物質については、24測定局中全局で環境基準を100%達成しています。 

 

 一方、自排局の平成15年度の測定結果では、二酸化いおう、二酸化窒素及び一酸化炭素については、環境基

準を100％達成しています。 

 なお、環境基準の達成状況の経年的推移は表2-2-1のとおりです。 
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表2-2-1 環境基準の達成状況の推移 

二酸化いおう 二酸化窒素 浮遊粒子状物質 

測定局数 環境基準達成率(%) 測定局数 環境基準達成率(%) 測定局数 環境基準達成率(%) 区分 年度 

(有効測定局数) 徳島県 全国 (有効測定局数) 徳島県 全国 (有効測定局数) 徳島県 全国 

48 13 (10) 100.0 46.4 1 (0) - 1.8     

49 20 (15) 86.7 69.0 5 (5) 40.0 5.6     

50 20 (20) 100.0 80.1 15 (14) 64.3 8.1     

51 20 (20) 90.0 87.6 15 (15) 53.3 9.0     

52 20 (20) 95.0 93.0 15 (15) 66.7 10.4     

53 21 (21) 95.2 93.9 16 (16) 100.0 92.4     

54 21 (21) 100.0 98.4 16 (16) 100.0 95.7     

55 21 (21) 100.0 98.9 16 (16) 100.0 96.2     

56 21 (21) 100.0 99.9 16 (16) 100.0 96.8     

57 21 (21) 100.0 99.4 16 (16) 100.0 98.0     

58 21 (21) 100.0 99.4 16 (16) 100.0 98.7 8(8) 100.0 63.0 

59 21 (21) 100.0 99.6 16 (16) 100.0 96.7 8(8) 100.0 50.1 

60 21 (21) 100.0 99.5 16 (16) 100.0 98.5 9(9) 66.7 52.1 

61 22 (21) 100.0 99.6 17 (17) 100.0 97.4 12(12) 100.0 56.8 

62 22 (22) 100.0 99.7 17 (17) 100.0 94.0 16(16) 100.0 52.6 

63 22 (22) 100.0 99.5 17 (17) 100.0 95.9 16(16) 37.5 47.0 

元 22 (22) 100.0 99.8 17 (17) 100.0 95.2 16(16) 100.0 65.2 

2 22 (22) 100.0 99.7 17 (17) 100.0 93.6 16(16) 56.3 43.1 

3 22 (22) 100.0 99.6 17 (17) 100.0 94.1 21(21) 81.0 49.7 

4 22 (22) 100.0 99.8 17 (17) 100.0 97.4 22(22) 95.5 57.6 

5 22 (22) 100.0 99.8 17 (17) 100.0 95.6 22(22) 100.0 58.3 

6 22 (22) 100.0 99.7 18 (18) 100.0 95.7 22(22) 90.9 61.8 

7 22 (22) 100.0 99.7 18 (18) 100.0 97.5 22(22) 86.4 63.5 

8 22 (22) 100.0 99.6 18 (18) 100.0 96.4 22(22) 91.0 69.8 

9 22 (22) 100.0 99.9 18 (18) 100.0 95.3 22(22) 95.5 61.3 

10 22 (22) 100.0 99.7 18 (18) 100.0 94.3 22(22) 95.5 67.4 

11 22 (22) 100.0 99.7 18 (18) 100.0 98.9 22(22) 100.0 90.1 

12 23 (23) 56.5 94.2 19 (19) 100.0 99.2 23(23) 95.7 84.4 

13 23 (23) 100.0 99.6 19 (19) 100.0 99.0 23(23) 87.0 66.6 

14 24 (24) 100.0 99.8 20 (20) 100.0 99.1 24(24) 45.8 52.6 

一 
 

 
 

 

般 
 

 
 

 

局 

15 24 (24) 100.0 99.7 20 (20) 100.0 99.9 24(24) 100.0 92.8 

6 1 (1) 100.0 100.0 1 (1) 100.0 67.4 1(1) 0.0 32.9 

7 1 (1) 100.0 100.0 1 (1) 100.0 70.5 1(1) 0.0 35.2 

8 1 (1) 100.0 100.0 1 (1) 100.0 64.6 1(1) 0.0 41.9 

9 1 (1) 100.0 100.0 1 (1) 100.0 65.7 1(1) 100.0 32.9 

10 1 (1) 100.0 100.0 1 (1) 100.0 68.1 1(1) 0.0 35.7 

11 1 (1) 100.0 100.0 1 (1) 100.0 78.7 1(1) 100.0 76.2 

12 1 (1) 0.0 93.8 1 (1) 100.0 80.0 1(1) 100.0 66.1 

13 1 (1) 100.0 100.0 1 (1) 100.0 79.4 1(1) 100.0 47.3 

14 1 (1) 100.0 99.0 1 (1) 100.0 83.5 1(1) 0.0 34.3 

自 
 

排 
 

局 

15 1 (1) 100.0 100.0 1 (1) 100.0 85.7 1(1) 100.0 77.2 

(注)1 有効測定局数とは､年間を通じて測定時間が6,000時間以上の測定局数です｡ 

2 測定時間が6,000時間に満たない測定局は､環境基準による評価の対象としません｡ 
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（２）測定物質別の大気の状況 

① 二酸化いおう 

 大気中の二酸化いおうは、石油、石炭等の化石燃料に含まれる硫黄分の燃焼、酸化により発生します。一

般局24局の測定結果は、表2-2-2のとおりであり、全測定局で短期的評価及び長期的評価とも環境基準を平

成14年度と同様に達成しています。 

 年平均値でみると川内局の0.006ppmが最も高く、橘、松茂及び池田局等の0.001ppmが最も低くなっていま

す。 

 自排局1局においても短期的及び長期的評価とも環境基準を達成しており、年平均値は前年度より減少し

ています。 

 

表2-2-2 二酸化いおう測定結果 

環境基準の達成状況 有効測定 
日  数 

測定時間 年平均値 １時間値 
の最高値 

日平均値 
の ２ % 
除 外 値 (短期的評価) (長期的評価) 

区 分 市町村 測定局 

(日) (時間) (ppm) (ppm) (ppm) (達成○ 非達成×) 
鳴 門 市 鳴門 365 8,725 0.002 0.014 0.005 ○ ○ 

松 茂 町 松茂 363 8,708 0.001 0.013 0.004 ○ ○ 

藍 住 町 藍住 362 8,723 0.005 0.028 0.008 ○ ○ 

北 島 町 北島 363 8,702 0.001 0.017 0.003 ○ ○ 

川内 364 8,732 0.006 0.025 0.011 ○ ○ 

応神 362 8,654 0.002 0.018 0.004 ○ ○ 

徳島 363 8,712 0.002 0.019 0.004 ○ ○ 
徳 島 市 

多家良 363 8,693 0.003 0.027 0.008 ○ ○ 

北 

部 

地 

域 

小松島市 小松島 363 8,710 0.002 0.017 0.004 ○ ○ 

那賀川 363 8,704 0.002 0.016 0.004 ○ ○ 
那賀川町 

中島 363 8,694 0.001 0.022 0.004 ○ ○ 

羽ノ浦町 羽ノ浦 363 8,709 0.002 0.023 0.005 ○ ○ 

阿南 360 8,655 0.002 0.014 0.005 ○ ○ 

大潟 363 8,706 0.002 0.028 0.004 ○ ○ 

橘 363 8,712 0.001 0.036 0.003 ○ ○ 

山口 364 8,729 0.004 0.028 0.009 ○ ○ 

椿 363 8,693 0.001 0.011 0.003 ○ ○ 

大野 363 8,714 0.001 0.015 0.004 ○ ○ 

宝田 360 8,658 0.001 0.015 0.003 ○ ○ 

阿 南 市 

福井 363 8,707 0.001 0.013 0.002 ○ ○ 

鷺 敷 町 鷺敷 365 8,729 0.001 0.015 0.002 ○ ○ 

南 

部 

地 

域 

由 岐 町 由岐 365 8,765 0.001 0.012 0.003 ○ ○ 

脇 町 脇 363 8,709 0.001 0.011 0.003 ○ ○ 

一 
 

 
 

般 
 

 
 

 

局 

西
部 

地
域 池 田 町 池田 363 8,713 0.001 0.015 0.002 ○ ○ 

自排局 徳 島 市 自排徳島 362 8,718 0.003 0.018 0.006 ○ ○ 

（注）「日平均値の２％除外値」：１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、高い方から数えて２％の範囲にある測定値

を除外した後の最高値をいいます。 



－ 46 － 

② 二酸化窒素 

 大気中の窒素酸化物は、その大部分が物の燃焼に伴って発生するものであり、発生源としては、工場・事

業場のばい煙発生施設及び自動車などがあります。 

 一般局20局の測定結果は、表2-2-3のとおりであり、全測定局で環境基準を平成14年度と同様に達成して

います。 

 年平均値でみると徳島局の0.017ppmが最も高く、由岐局の0.004ppmが最も低くなっています。 

 自排局においても環境基準を達成しており、年平均値は前年度より減少していました。 

 

表2-2-3 二酸化窒素測定結果 

有効測定 

日  数 
測定時間 年平均値 

１時間値 

の最高値 

日平均値 

の 年 間 

98 ％ 値 

環境基準の達成状況 
区 分 市町村 測定局 

(日) (時間) (ppm) (ppm) (ppm) (達成○ 非達成×) 
鳴 門 市 鳴門 365 8,724 0.015 0.091 0.033 ○ 

松 茂 町 松茂 364 8,743 0.012 0.070 0.026 ○ 

藍 住 町 藍住 353 8,691 0.010 0.058 0.021 ○ 

北 島 町 北島 363 8,711 0.012 0.069 0.025 ○ 

川内 367 8,601 0.012 0.064 0.024 ○ 

応神 363 8,682 0.012 0.068 0.024 ○ 

徳島 365 8,731 0.017 0.064 0.029 ○ 
徳 島 市 

多家良 364 8,744 0.006 0.051 0.018 ○ 

北 

部 

地 

域 

小松島市 小松島 364 8,741 0.011 0.056 0.022 ○ 

那賀川 358 8,615 0.008 0.050 0.020 ○ 
那賀川町 

中島 362 8,693 0.010 0.056 0.021 ○ 

羽ノ浦町 羽ノ浦 363 8,707 0.007 0.042 0.016 ○ 

阿南 360 8,681 0.009 0.062 0.022 ○ 

大潟 364 8,736 0.008 0.066 0.020 ○ 

山口 364 8,741 0.006 0.042 0.017 ○ 
阿 南 市 

椿 363 8,698 0.006 0.036 0.014 ○ 

鷺 敷 町 鷺敷 363 8,691 0.005 0.064 0.012 ○ 

南 
部 

地 

域 

由 岐 町 由岐 364 8,707 0.004 0.033 0.011 ○ 

脇  町 脇 363 8,710 0.011 0.061 0.022 ○ 

一 
 

 
 

般 
 

 
 

局 

西
部 

地
域 池 田 町 池田 363 8,714 0.010 0.040 0.018 ○ 

自排局 徳 島 市 自排徳島 364 8,749 0.013 0.074 0.035 ○ 

（注） １．ｻﾞﾙﾂﾏﾝ係数は0.84､酸化率は70%として算出しています｡ 

２．｢日平均値の年間98%値｣:1年間の測定を通じて得られた1日平均値のうち､低い方から数えて98%目に当たる値をいいま

す｡ 

 

③ 光化学オキシダント 

 光化学オキシダントは、大気中の窒素酸化物や炭化水素類が強い紫外線を受けて光化学反応を起こし、二

次的に生成される酸化性物質の総称であり、光化学大気汚染の要因物質とされており、その大気中の濃度は、

原因となる大気汚染物質の量だけでなく、気温、風速、日射等の気象条件によって大きく左右されます。 

 一般局18局で測定結果は、表2-2-4のとおりです。 

 測定した全局で昼間の1時間値が0.06ppmを超えており、環境基準を未達成でした。 
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 また、大気汚染防止法に基づくオキシダントに係る緊急時報の発令を、昭和49年度から「徳島県大気汚染

緊急時対策措置要綱」に基づいて行っており、平成15年度は注意報を池田区域に発令しました。 

 オキシダントに係る緊急時報の発令状況は表2-2-5のとおりです。光化学オキシダント昼間の1時間値の年

平均値の経年変化を示したのが図2-2-4です。平成元年度頃よりゆるやかな上昇傾向がみられます。 

 なお、本県では注意報（0.12ppm）発令時に、当該区域内及びその周辺の主要なばい煙排出工場に対し排

出量削減の要請を行っていますが、この前段階（0.08ppm）において、注意報発令時に直ちに削減措置等が

とれるように準備体制を整えることを要請する事前要請の制度を設けています。 

 

表2-2-4 光化学オキシダント測定結果 

昼間 

測定 

日数 

昼間 

測定 

時間 

昼間の

１時間

値の年

平均値 

昼間の１時間

値 が 0.06ppm

を超えた日数

と時間数 

昼間の１時間

値 が 0.12ppm

を超えた日数

と時間数 

昼間の１

時間値の

最高値 

昼間の日

最高１時

間値の年

平均値 

環境基 

準の達 

成状況 区 分 市町村 測定局 

(日) (時間) (ppm) (日) (時間) (日) (時間) (ppm) (ppm) 
達 成○ 

非達成× 

鳴 門 市 鳴 門 366 5,347 0.032 50 180 0 0 0.092 0.045 × 

松 茂 町 松 茂 366 5,352 0.031 56 202 0 0 0.092 0.046 × 

藍 住 町 藍 住 366 5,349 0.034 73 336 0 0 0.091 0.048 × 

北 島 町 北 島 366 5,447 0.037 119 595 0 0 0.103 0.054 × 

川 内 366 5,455 0.035 96 415 0 0 0.090 0.050 × 
徳 島 市 

徳 島 366 5,460 0.034 105 532 0 0 0.103 0.051 × 

北 

部 

地 

域 

小 松 島 市 小松島 366 5,358 0.031 56 220 0 0 0.092 0.045 × 

那賀川 366 5,332 0.033 56 272 0 0 0.101 0.046 × 
那賀川町 

中 島 366 5,455 0.037 109 506 0 0 0.105 0.052 × 

羽 ノ 浦 町 羽ノ浦 366 5,357 0.036 60 298 0 0 0.093 0.048 × 

阿 南 364 5,320 0.034 74 325 0 0 0.093 0.048 × 

大 潟 366 5,350 0.039 107 530 0 0 0.095 0.052 × 

山 口 366 5,361 0.035 77 350 0 0 0.105 0.049 × 
阿 南 市 

椿 366 5,348 0.036 73 384 0 0 0.104 0.048 × 

鷺 敷 町 鷺 敷 366 5,319 0.030 46 194 0 0 0.081 0.045 × 

南 

部 
地 

域 

由 岐 町 由 岐 366 5,299 0.043 138 792 0 0 0.119 0.057 × 

脇 町 脇 366 5,475 0.033 97 461 0 0 0.103 0.051 × 

一 
 

般 
 

局 

西
部
地
域 

池 田 町 池 田 366 5,463 0.033 120 587 1 3 0.137 0.054 × 

（注）  昼間とは5時から20時までの時間帯です｡したがって､1時間値は､6時から20時まで得られます｡ 
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表2-2-5 オキシダントに係る緊急時報の発令状況 

年度 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

区分 

区域 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

予
報 

注
意

報 

鳴門  3  1 1 5                  1 1                                   

今切                                                         1   

松茂  6  6 1 5 1 1 1 1              1 1                        1           

藍住    2 1 4                                                 1     

北島     1 2                  1                         1           

徳島市 

北部 
                       2 1                      2             

徳島市     1 2          1                          1 3        2      1   

小松島  4  2  5                  1                         3           

那賀川  6 1 4 1 8  1 1 1              2 1        1                1  3         

羽ノ浦 1   8  1                  1                                    

那賀川 
羽ノ浦 

1   3                                                 1   1 1   

阿南  4 1  2 11  1  1              2        1             1  1  2        1   

鷺敷 2   8  1                                                      

由岐  3 1 4  7 2     1          1 1 2                     1    3  1    1  1   

脇                                                     1       

池田                                                         1  1 

発令 
日数 

2 10 2 14 3 20 3 1 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 3 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 0 2 0 3 0 6 0 3 0 2 0 2 1 1 0 1 

（注） 1.昭和50年度に予報制度を制定｡ 

 2.昭和53年度に発令区域を変更し､徳島市を3分割しています｡ 

 3.平成12年度に発令区域を変更し､脇町を加え､12区域から10区域に再編成しました｡(松茂町､北島町､徳島市川内町､応神町は今切区域に含まれます｡) 
 4.平成14年度に発令区域を変更し、池田町を加え11区域になりました。 

 

図2-2-4 光化学オキシダント昼間の1時間値の年平均の経年変化 

（有効測定局平均） 
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④ 浮遊粒子状物質等 

(ア)浮遊粒子状物質 

 浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粉じんのうち粒径が10マイクロメートル以下（1マイクロメート

ルは1000分の1ミリメートル）のものであり、その発生は、工場等のばい煙や自動車の排気ガス等の人為的

汚染に起因するものの他、土砂の舞い上げ、海塩粒子等自然現象に起因するものと多種多様にわたっていま

す。また、その環境濃度は、中国大陸からの黄砂の発生頻度や年度ごとの気象要因に大きく影響される傾向
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があります。 

 一般局24局で測定した結果は表2-2-6のとおりであり、全測定局で短期的評価及び長期的評価とも環境基

準を達成しています。 

 年平均値でみると応神、松茂及び北島局の0.029mg/m3が最も高く、鷲敷局の0.019mg/m3が最も低くなって

います。 

 自排局においても短期及び長期評価ともに環境基準を達成しています。 

 

表2-2-6 浮遊粒子状物質測定結果 

環境基準の達成状況 有効測定 
日  数 

測定時間 年平均値 １時間値 
の最高値 

日平均値 
の ２ ％ 
除 外 値 短期的評価 長期的評価 

区 分 市町村 測定局 

(日) (時間) (mg/m3) (mg/m3) (mg/m3) (達成○ 非達成×) 
鳴 門 市 鳴 門 365 8,754 0.026 0.145 0.053 ○ ○ 

松 茂 町 松 茂 361 8,701 0.029 0.133 0.058 ○ ○ 

藍 住 町 藍 住 362 8,713 0.027 0.124 0.054 ○ ○ 

北 島 町 北 島 361 8,708 0.029 0.135 0.059 ○ ○ 

川 内 357 8,615 0.028 0.122 0.057 ○ ○ 

応 神 362 8,717 0.029 0.133 0.063 ○ ○ 

徳 島 362 8,725 0.027 0.137 0.056 ○ ○ 
徳 島 市 

多 家 良 360 8,679 0.027 0.147 0.058 ○ ○ 

北 

部 

地 

域 

小松島市 小 松 島 362 8,719 0.026 0.109 0.054 ○ ○ 

那 賀 川 359 8,658 0.025 0.127 0.057 ○ ○ 
那賀川町 

中 島 362 8,713 0.026 0.123 0.055 ○ ○ 

羽ノ浦町 羽 ノ 浦 362 8,711 0.024 0.118 0.051 ○ ○ 

阿 南 359 8,659 0.025 0.106 0.052 ○ ○ 

大 潟 362 8,713 0.026 0.142 0.065 ○ ○ 

橘 365 8,733 0.025 0.135 0.054 ○ ○ 

山 口 356 8,612 0.023 0.115 0.048 ○ ○ 

椿 362 8,712 0.025 0.127 0.056 ○ ○ 

大 野 365 8,733 0.026 0.123 0.060 ○ ○ 

宝 田 359 8,592 0.026 0.157 0.058 ○ ○ 

阿 南 市 

福 井 365 8,726 0.023 0.117 0.050 ○ ○ 

鷺 敷 町 鷺 敷 363 8,727 0.019 0.091 0.043 ○ ○ 

南 
部 
地 

域 

由 岐 町 由 岐 365 8,754 0.021 0.105 0.048 ○ ○ 

脇 町 脇 362 8,721 0.026 0.127 0.055 ○ ○ 

一 
 

 
 

般 
 

 
 

局 

西
部 

地
域 池 田 町 池 田 362 8,715 0.025 0.106 0.057 ○ ○ 

自排局 徳 島 市 自排徳島 362 8,711 0.028 0.125 0.059 ○ ○ 

 

(イ)浮遊粒子状物質中の金属成分 

 大気中の浮遊粒子状物質については、その量だけでなく、成分等の質的な面で注目されていることから、

昭和56年度より浮遊粒子状物質中の金属成分の月単位の調査を開始し、現在県下7地点で調査を実施（鉄・

鉛・マンガン・バナジウム・クロム・カドミウム）しています。 

 平成15年度の調査結果（全調査地点の年平均値の単純平均値）は、表2-2-7のとおりであり、平成14年度

と比較すると、どの項目も横ばいで推移しています。 
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表2-2-7 浮遊粒子状物質中の金属成分調査結果 

金 属 成 分(μg/m3) 
調査地点数 年度 

浮遊粒子状 
物  質 
(μg/m3) 鉄 鉛 マンガン バナジウム クロム カドミウム 

15 21 0.212 0.022 0.019 0.005 0.002 0.0009 

14 26 0.258 0.015 0.014 0.008 0.001 0.0007 7 

13 25 0.202 0.019 0.020 0.007 0.003 0.0013 

（注）調査地点は、一般環境大気測定局の藍住・川内・徳島・大野・阿南・山口・大潟の各測定局と同一地点です。 

⑤ 移動測定車による測定 

 一般局24局の大気汚染状況の常時監視を補完するものとして、移動測定車により、道路周辺等について大

気環境の状況調査を行っています。 

 平成15年度の調査地点及び調査結果は、表2-2-8のとおりでした。 

表2-2-8 移動測定車による大気環境測定結果 

二酸化硫黄(ppm) 二酸化窒素(ppm) 浮遊粒子状物質(mg/m3) 一酸化炭素(ppm) オキシダント(ppm)

測定地点 

測定 
期間 

(月) 平均値 
１時間 

値 の 

最高値 

日平均 

値 の 

最高値 

平均値 
１時間 

値 の 

最高値 

日平均 

値 の 

最高値 

平均値 
１時間 

値 の 

最高値 

日平均 

値 の 

最高値 

平均値 
１時間 

値 の 

最高値 

日平均 

値 の 

最高値 

昼  間

１時間値

の平均値

昼  間

１時間値

の最高値

鳴門市農業

研 修ｾ ﾝ ﾀ ｰ 

 

4～5 0.002 0.014 0.004 0.015 0.070 0.035 0.031 0.139 0.053 0.3 0.4 0.6 0.042 0.097 

工 業 技 術 
ｾ ﾝ ﾀ ｰ 

6～7 0.002 0.019 0.004 0.010 0.042 0.019 0.030 0.098 0.061 0.2 0.7 0.4 0.033 0.099 

蔵 本 公 園 8～9 0.001 0.008 0.003 0.011 0.040 0.022 0.031 0.093 0.067 0.3 1.2 0.5 0.026 0.106 

阿南消防署 

南 出 張 所 
10～11 - - - 0.011 0.040 0.018 - - - 0.3 1.0 0.5 0.031 0.070 

徳 島 北 

警 察 署 
12 0.002 0.010 0.005 0.015 0.058 0.019 0.026 0.113 0.040 0.4 2.4 0.5 0.025 0.063 

住吉交差点 
(ﾊﾞｲﾊﾟｽ沿) 

1～3 0.003 0.013 0.006 0.020 0.077 0.041 0.023 0.098 0.054 0.5 2.3 0.9 0.031 0.073 

⑥ 降下ばいじん 

 降下ばいじんは、大気中の粒子状物質のうち、雨や風とともに地表に降下してくるものであり、県下7地

点（一般地域及び工場周辺地域）で月単位の調査をしていますが、その結果は、表2-2-9のとおりです。 

 過去8年間の調査結果（全地点における年平均値の単純平均値）の経年変化は図2-2-5のとおりです。 

平成14年度に比べて、年平均値が増加していますが、これは降下ばいじんが雨とともに降下してくる大気

中の粒子状物質を調査しているため、年降水量が平成14年度1,148.5mm(徳島)に比べ平成15年度2,050.0mmと

大幅に増加した事が原因の一つと考えられます。 

 

表2-2-9 降下ばいじん調査結果 (単位：t/km2/月) 

市町村 測 定 局 平均値 最高値 最低値 

鳴 門 市 鳴 門 市 役 所 2.2 9.4 1.0 

徳 島 市 徳 島 保 健 所 2.2 10.5 0.7 

石 井 町 県 立 農 業 大 学 校 1.4 5.1 0.5 

小松島市 小 松 島 市 役 所 1.9 6.9 6.8 

那賀川町 那 賀 川 町 役 場 2.1 7.6 0.8 

阿 南 保 健 所 2.6 11.1 1.3 
阿 南 市 

（株）日本電工社宅 3.5 14.5 0.8 

図2-2-5 降下ばいじん量の年平均値の経年変化 

(ｔ/k㎡/月)
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⑦ 石綿（アスベスト） 

 石綿は、耐熱性等にすぐれているため多くの製品に使用されていますが、呼吸により相当数の石綿繊維が

肺に取り込まれた時、場合によっては発がんなどの健康被害を及ぼす恐れがあります。 

 このため、平成元年及び平成8年に大気汚染防止法の一部が改正され、石綿製品製造工場及び石綿を使用

している建築物の解体等の工事に対して、石綿の空中への飛散を抑制するために所要の規制がなされました。 

 本県の平成14年度における一般大気環境及び道路周辺等における石綿濃度の状況は、表2-2-10のとおりで

あり、環境庁（現環境省）が平成7年度に実施した「未規制大気汚染物質モニタリング調査結果」と比較す

ると、概ね同程度の値となっており、経年的にみても、概ね横ばい状況となっています。 

 

⑧ 有害大気汚染物質 

 近年、多様な化学物質の低濃度長期暴

露により人への健康影響が懸念されてい

ることから、平成8年5月に大気汚染防止

法が改正され、有害大気汚染物質対策が

位置づけられました。 

 環境省では、有害大気汚染物質に該当

する可能性がある物質のうち、21物質を

優先的に対策に取り組むべき物質（＝優

先取組物質）とし、監視測定体制の整備 

等を進めています。（表2-2-11） 

 本県においては、有機塩素化合物等の一部の物質について、従来より大気環境濃度の測定を行っていまし

たが、物質の有害性や大気環境濃度からみて健康リスクが高いと考えられる優先取組物質のうち19物質につ

いて、大気汚染の状況を把握するモニタリング調査を実施しています。 

 

(ア)ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラク

ロロエチレン、ジクロロメタン 

 優先取組物質のうち、ベンゼン、トリクロ

ロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロ

ロメタンについては、大気汚染に係る環境基

準が定められています。 

 平成14年度に県内4地点（一般環境3地点及

び沿道1地点）で測定した結果は、表2-2-12

のとおりであり、トリクロロエチレン、テト

ラクロロエチレン、ジクロロメタンは環境基

準を全局で達成していましたが、ベンゼンは2

地点において環境基準を超過していました。 

 

表2-2-12 トリクロロエチレン等調査結果        （単位：μg/m3) 

区  分 トリクロロエチレン テトラクロロエチレン ベ ン ゼ ン ジクロロメタン 

年平 均濃度 0.14(0.0055～0.63) 0.11(0.00079～0.33) 2.1(0.38～6.0) 1.4(0.26～4.6) 

大気環境基準 200 200 3 150 

（ ）内は測定範囲 

 

表2-2-10 石綿調査結果 

調査区分 地点数 石綿濃度(f/1) 測定地点 

一般環境 8 0.35 

池田局 
脇局 
鳴門局 
藍住局 
由岐局 
椿局 
保健環境センタ
ー周辺  2ヶ所 

主要道路近傍 3 0.22 
阿南局前 
小松島市役所前 
鷲敷局 

 

表2-2-11 優先取組物質 

ア ク リ ロ ニ ト リ ル ク ロ ロ ホ ル ム 

塩 化 ビ ニ ルモ ノ マ ー 酸 化 エ チ レ ン 

ｸ ﾛ ﾛ ﾒ ﾁ ﾙ ｴ ﾁ ﾙ ｴ ｰ ﾃ ﾙ ジ ク ロ ロ メ タ ン 

1 ,2－ジクロロエタン タ ル ク 

水 銀 及 び その 化 合 物 テトラクロロエチレン 

ト リ ク ロ ロエ チ レ ン ニ ッ ケ ル 化 合 物 

ヒ 素 及 び その 化 合 物 1 , 3 － ブ タ ジ エ ン 

ﾍﾞﾘﾘｳﾑ及びその化合物 ベ ン ゼ ン 

ベ ン ゾ ( a ) ピ レ ン ホ ル ム ア ル デ ヒ ド 

マンガン及びその化合物 六 価 ク ロ ム 化 合 物 

ア セ ト ア ル デ ヒ ド  
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(イ)アクリロニトリル、塩化ビニルモノマー、水銀及びニッケル化合物 

 優先取組物質のうち、アクリロニトリル、塩化ビニルモノマー、水銀及びニッケル化合物については、平

成15年9月30日付け環管総発第030930004号により環境中の有害大気物質による健康リスクの低減を図るた

めの指針となる数値（指針値）が定められました。 

平成15年度に県内4地点（一般環境3地点及び沿道1地点）で測定した結果は、表2-2-13のとおりであり、全

ての物質が全ての地点で指針値を満たしていました。 

 

表2－2－13 アクリロニトリル等調査結果 

区   分 ｱｸﾘﾛﾆﾄﾘﾙ(μg/m3) 塩化ﾋﾞﾆﾙﾓﾉﾏｰ(μg/m3) 水銀(ng Hg/m3) ﾆｯｹﾙ化合物(ng Ni/ m3) 

年平均濃度 0.19(0.0055～0.71) 0.044(0.0032～0.33) 2.1 (1.0～4.2) 4.2(1. 5～13) 

大気環境基準 2 10 40 25 

 

(ウ)水銀その他の項目 

優先取組物質のうち、水銀については、一部地域で平成3年から調査を実施しています。平成15年度の結

果は、表2-2-14のとおりでありました。全ての地点でWHOの環境クライテリア値(15μg/m3)を下回っており、

ここ数年横ばいで推移しています。 

その他、アセトアルデヒド等の14物質の平成15年度の調査結果

を、環境省が実施した平成15年度地方公共団体等における有害大

気汚染物質モニタリング調査結果と比較すると、全ての項目で同

程度の値となっています。 

 

（３）燃料使用量等の状況 

 硫黄酸化物、窒素酸化物等のばい煙は、重油等の燃焼に伴って発生します。 

 県下の工場、事業場の燃料使用量については、公害防止協定締結工場のうち大規模ばい煙発生施設を設置し

ている17工場が大半を占めています。 

 これら主要工場における燃料使用量並びに硫黄酸化物排出量及び窒素酸化物排出量は図2-2-6及び図2-2-7の

とおりです。平成15年度の年間燃料使用量は、平成14年度に比べ若干増加しております。燃料形態別にみると、

液体燃料の使用量は引き続き減少していますが、固体燃料の使用量は増加しております。また、排出量の経年

変化をみると、平成14年度に比べ硫黄酸化物及び窒素酸化物とも減少しております。 

 その他、自動車・船舶・航空機等移動発生源での燃料使用量も多く、特に自動車は窒素酸化物、炭化水素等

の汚染物質を排出し、さらにこれらが光化学オキシダントの原因物質になるなど大気汚染への関与が大きいこ

とから、今後の大気汚染防止対策を講ずる上で、自動車排出ガス対策は全国的に重要な課題となっています。 

 

表2-2-14 水銀調査結果   (単位:μg/m3) 

場所 阿南市 

期間 7～9月 

濃度 0.0015 
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図2-2-6 主要工場の燃料使用量 
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（注）１．気体、液体、固体の各種燃料使用量は重油換算値を用いています。 

２．両石炭火力発電所のデータは、12年度より計上しています。 

 

図2-2-7 主要工場の硫黄酸化物・窒素酸化物排出量 
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２ 大気汚染防止対策 

（１）概要 

 大気汚染に係る環境上の条件については、人の健康を保護する上で維持されることが望ましい基準として環

境基準が、二酸化いおう、二酸化窒素、一酸化炭素、光化学オキシダント、浮遊粒子状物質、ベンゼン、トリ

クロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン及びダイオキシン類の10物質について定められてい

ます。また、平成15年9月には有害大気汚染物質の優先取組物質のうち、アクリロニトリル、塩化ビニルモノマ

ー、水銀、ニッケル化合物の４物質について、環境中の有害大気汚染物質による健康リスクの低減を図るため

燃料使用量 
（万k/年）
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の指針となる数値（指針値）が示されました。 

 国及び県では、この環境基準等を達成・維持することを目標として、図2-2-8の体系で各種施策を講じていま

す。 

 環境の大気汚染の監視は、固定測定局及び移動測定局を設け、二酸化いおう等5物質について常時測定を行う

とともに、ダイオキシン類及び有害大気汚染物質のうち19物質についても環境調査を行っています。 

 発生源に対しては、大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法による規制に加え、県公害防止条例に

より国の基準より厳しい上乗せ・横出し規制を行うほか、公害防止協定・環境保全協定の締結、県大気汚染対

策指導要綱及び県大気汚染緊急時対策措置要綱の制定等により、工場・事業場からのばい煙の排出等を規制指

導しています。また、ばい煙排出者のうち主要な8工場については、ばい煙濃度等を常時測定し、テレメータ・

システムを通じて監視できるようになっています。 

 

図2-2-8 大気汚染防止対策 
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（２）監視測定 

① 一般環境大気等常時監視 

 大気汚染状況の常時監視及び緊急時の措置等を有効・適切に行うため、鳴門市から由岐町に至る東部臨海

地域を中心に一般局を24局設置し、徳島市内の国道11号沿いに自排局を1局設置しています。さらに、これ
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を補完するため、移動局により、主に道路周辺の環境調査も実施しています。一般局及び自排局の概要とそ

の位置については、表2-2-15及び図2-2-9のとおりです。 

 これら一般局、自排局及び移動局で測定されたデータは、テレメータ・システム等により、中央監視局（保

健環境センター：徳島市万代町5丁目）へ送信され、大気汚染状況の常時監視、光化学オキシダント注意報

などの大気汚染緊急時報の発令を行っています。 

 

表2-2-15 一般環境大気測定局等概要 

測 定 項 目 
種 目 番号 市町村 測 定 局 

SO2 SPM NOX OX CO HC WD/WS Temp Hum CO2 
備  考 

1 鳴 門 鳴 門 合 同 庁 舎 ○ ○ ○ ○   ○    県 設 置 

2 松 茂 松 茂 小 学 校 ○ ○ ○ ○   ○    〃 

3 藍 住 藍 住 町 立 
図 書 館 

○ ○ ○ ○   ○    〃 

4 北 島 北 島 南 小 学 校 ○ ○ ○ ○   ○    〃 

5 川 内 川 内 中 学 校 ○ ○ ○ ○   ○    〃 

6 応 神 応 神 小 学 校 ○ ○ ○    ○    徳 島 市 設 置 

7 徳 島 徳 島 保 健 所 ○ ○ ○ ○   ○   ○ 県 設 置 

8 多 家 良 多 家 良 コ ミ ュ 
ニ テ ィ セ ン タ ー 

○ ○ ○    ○    徳 島 市 設 置 

9 小 松 島 阿 南 保 健 所 
小 松 島 支 所 

○ ○ ○ ○   ○    県 設 置 

10 那 賀 川 那 賀 川 町 黒 地 
老 人 ル ー ム 

○ ○ ○ ○   ○    〃 

11 中 島 中 島 民 有 地 ○ ○ ○ ○   ○    〃 

12 羽 ノ 浦 羽 ノ 浦 町 
東 在 所 集 会 所 

○ ○ ○ ○   ○    〃 

13 阿 南 阿 南 農 村 
青 年 の 家 

○ ○ ○ ○   ○    〃 

14 大 潟 阿 南 市 武 道 館 ○ ○ ○ ○   ○    〃 

15 橘 橘 公 民 館 ○ ○     ○    阿 南 市 設 置 

16 山 口 J A 阿 南 市 農 業 
総 合 セ ン タ ー 

○ ○ ○ ○   ○    県 設 置 

17 椿 椿 公 民 館 ○ ○ ○ ○   ○    〃 

18 大 野 阿 南 市 上 水 道 
大 野 水 源 地 

○ ○     ○    阿 南 市 設 置 

19 宝 田 県 立 阿 南 工 業 
高 校 南 横 

○ ○     ○    〃 

20 福 井 福 井 小 学 校 ○ ○     ○    〃 

21 鷲  敷 鷲 敷 中 学 校 ○ ○ ○ ○   ○    県 設 置 

22 由 岐 由 岐 小 学 校 ○ ○ ○ ○   ○   ○ 〃 

23 脇 町 脇 町 合 同 庁 舎 ○ ○ ○ ○   ○    〃 

一 

般 

環 

境 

大 

気 

測 

定 

局 

24 池 田 町 池 田 町 総 合 
体 育 館 

○ ○ ○ ○   ○    〃 

1  四 国 電 力 ㈱ 
阿 南 発 電 所 

      ○ ○ ○  企 業 設 置 
特定気象局

2  電 源 開 発 ㈱ 
橘 湾 火 力 発 電 所 

      ○ ○ ○  〃 

移動測定局 1 宝くじ号  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  県 設 置 

自排局 1 自排徳島 徳 島 合 同 庁 舎 ○ ○ ○  ○ ○     〃 

 （注） SO2:二酸化硫黄 SPM:浮遊粒子状物質 NOx:窒素酸化物 Ox:ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ CO:一酸化炭素 

        HC:炭化水素 WD/WS:風向･風速 Temp:気温 Hum:湿度 CO2:二酸化炭素 
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図2-2-9 一般環境大気測定局等位置図 

 

 

② 主要な固定発生源のばい煙常時監視 

 主要なばい煙排出者の8工場については、硫黄酸化物排出濃度等を常時測定し、環境測定データと同様に

テレメータ・システムにより中央監視局に送信、監視を行えるようにしています（表2-2-16）。 

 

表2-2-16 常時監視工場名及び監視項目数 

工場名 

 

監視項目 

鳴

門

塩

業 

日

清

紡

績 

東

亜

合

成 

日

本

製

紙 

王

子

製

紙 

四

国

電

力 

阿
南
発
電
所 

四

国

電

力 

橘
湾
発
電
所 

電

源

開

発 

橘

湾

火

力 

発

電

所 

計 

濃  度 1 2 3 1 5 5 1 2 20 
硫黄酸化物 

排出総量 1 0 1 1 1 1 1 1 7 

濃  度 1 0 3 1 8 4 1 2 20 
窒素酸化物 

排出総量 1 0 1 1 1 1 1 1 7 

（注）  数値は、テレメータ・システムにより収集している監視項目数です。 

 

③ 監視テレメータ・システム 

 テレメータ・システムとは、データ送信・処理装置のことで、県内複数の環境測定局にある汚染物質測定

器及び発生源の測定器の最新データを収集・処理し、迅速かつ適切な大気環境監視を行なうために整備され

ました。 

 本県のテレメータ・システムは、昭和49年6月に設置したものを昭和58年度から60年度に1回目の更新を行

い、平成7年度にデータ収集・表示及び情報提供機能の強化に力を入れた2回目の更新を行っています。 

 なお、データの伝送系統は、図2-2-10のとおりです。 
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図2-2-10 テレメータシステムによる伝送系統 

鳴門局 松茂局 藍住局 応神局 多家良局

北島局 川内局 徳島局

小松島局 那賀川局 中島局

羽ノ浦局 阿南局 大潟局 東亜合成 日清紡績 鳴門塩業

山口局 椿局 鷲敷局 橘局 大野局 日本製紙 王子製紙
四国電力
阿南発電所

由岐局 脇町局 池田局 宝田局 福井局
四国電力
橘湾発電所

電源開発橘湾
火力発電所

気象局

四国電力 電源開発

県環境管理課 徳島市 阿南市

自動車排出ガス測定局

移動測定局

中央監視局（保健環境センター）
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（３）発生源対策 

① 固定発生源対策 

(ア)ばい煙規制 

 大気汚染を効果的に防止するという観点から、各種のばい煙を発生する施設について施設の種類ごとに、

ばい煙排出量が比較的大きいもの（例えばボイラー等）を、大気汚染防止法又は県公害防止条例では〔ばい

煙発生施設〕として定め、規制を行っています。その規制方式には、一般的に排出口におけるばい煙の量を

規制する量規制方式と、濃度を規制する濃度規制方式があり、我が国においては、硫黄酸化物は前者、ばい

じん及び窒素酸化物等については後者を採用しています。 

ａ 硫黄酸化物 

(a)排出規制（法・条例による） 

 硫黄酸化物の排出基準は、K値規制と呼ばれ、ばい煙の排出口の高さ及び地域ごとに定められている

定数Kの値（Kの値が小さいほど規制が厳しい）に応じて排出量の許容量が定められています。大気汚染

防止法では、昭和43年12月以降8次にわたって強化改正されており、本県におけるこれまでの改定の経過

は表2-2-17のとおりです。 

 また、県公害防止条例該当施設についてのK値規制の改定の経過は表2-2-18のとおりです。 

 

表2-2-17 硫黄酸化物に係るK値改定の経過（法） 

改定年月日 

 

地域 

46.6.24 

(3次規制) 

47.1.5 

(4次規制) 

48.1.1 

(5次規制) 

49.4.1 

(6次規制) 

51.9.28 

(8次規制) 

徳島市 

(川内町、応神町に限る) 

阿南市(※) 

那賀川町、北島町 

15.8 15.8 11.7 8.76 8.0 

徳島市(上記2町を除く) 

鳴門市、小松島市 

阿南市(上記21町を除く) 

羽ノ浦町、松茂町 

藍住町 

13.0 

その他の地域 

 

 

26.3 

 

 

22.2 

 

 

22.2 

 

 

17.5 

17.5 
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表2-2-18 硫黄酸化物に係るK値改定の経過（条例） 

改定年月日 

地域 
47.3.24 50.3.25 

徳島市(川内町、応神町に限る) 

阿南市(※) 

那賀川町、北島町 

15.8 8.76 

徳島市(上記2町を除く) 

鳴門市、小松島市 

阿南市(上記21町を除く) 

22.2 17.5 

その他の地域 －  

 （注） 表2ｰ2ｰ16､表2ｰ2ｰ17中※は､｢富岡町､学原町､日開野町､七見町、領家町､

住吉町､原ｹ崎町､西路見町､出来町､豊益町､福村町､畭町､黒津、地町､向

原町､辰巳町､才見町､中林町､見能林町､大潟町､津乃峰町､及び橘町に

限る｡｣ 

 

(b)指導要綱 

 排出量低減対策として、昭和50年11月1日に、「徳島県大気汚染対策指導要綱」を定め、ばい煙発生工

場に対する使用燃料の硫黄含有率の低減を指導しています。（表2-2-19） 

 本県の排煙脱硫装置の設置状況及び脱硫処理ガス量の状況は表2-2-20のとおりであり、硫黄酸化物の

排出量低減に寄与しています。 

 

表2-2-19 使用燃料中の硫黄含有率指導基準 

対象地域 

対象工場 

事業場の規模 

鳴門市、松茂町、北島町 
徳島市、小松島市、阿南市 
羽ノ浦町、那賀川町 

左記以外の地域 

各ばい煙発生施設等の定格使用時における燃料

使用量の合計が500ｌ/h以上となる工場・事業場 

1.5%以下又は排煙脱硫装置(脱

硫効率80%以上)を設置するこ

と 

1.5%以下又は排煙脱硫装置(脱

硫効率80%以上)を設置するこ

と 

各ばい煙発生施設等の定格使用時における燃料

使用量の合計が500ｌ/h未満となる工場・事業場 
1.7%以下 2.0%以下 

ばい煙発生施設等の定格使用時において、硫黄酸

化物を10Nm3/h以上排出するばい煙発生施設を新

設する工場・事業場 

1.0%以下又は排煙脱硫装置(脱 

硫効率80%以上)を設置すること 

 

表2-2-20 排煙脱硫装置設置基数及び処理ガス量 

年 度 
昭和 

62 
63 

平成 

元 
2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

装 置 基 数 19 19 20 21 21 21 21 22 26 27 26 27 27 30 30 28 28 

処理ガス量 

(万Nm3/h) 
291 296 310 319 319 319 320 321 332 318 315 318 318 1,254 1,254 1,204 1,204

 

 

b ばいじんの排出規制（法・条例による） 

 ばいじんは、ばい煙発生施設の種類及び規模ごとに排出基準が定められています。法の排出基準につい

ては、昭和57年の改正でそれまでの約1／2に規制強化された後、近年の廃棄物焼却炉を巡る大気汚染問題

への対応を図るため、平成10年4月法改正による焼却炉に係るばいじんの基準規制強化が行われました。 

 また、排出ガスを空気で希釈するだけで排出基準に適合させることを防止するため、標準酸素濃度補正

方式も採用されています。 
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ｃ 窒素酸化物の排出規制（法による） 

 窒素酸化物は、施設の種類及び規模並びに設置時期ごとに排出基準が定められています。 

 この排出基準については、昭和48年8月の第1次規制以降、昭和54年8月の第4次規制まで段階別排出基準

の強化及び対象施設の拡大を行ってきており、これにより窒素酸化物を排出するほとんどのばい煙発生施

設については排出基準が設定されました。さらに、58年9月に窒素酸化物の発生率が高い石炭等の固体燃料

への燃料転換等のエネルギー情勢の変化に対応するため、固体燃料ボイラーに係る排出基準の強化等（第5

次規制）が行われました。 

ｄ その他の有害物質等の排出規制（法・条例による） 

 カドミウム、鉛、フッ素、塩素などの有害物質については、大気汚染防止法により、ばい煙発生施設の

種類ごとに、排出ガス中の濃度規制が行われています。特に、塩素、塩化水素については、県公害防止条

例により、大気汚染防止法第4条第1項に基づく上乗せ排出基準を設けています。（表2-2-21） 

 

表2-2-21 塩素・塩化水素の上乗せ排出基準 

有害物質の 

種類 
適 用 施 設 法の排出基準 

条例による上 

乗せ排出基準 
上乗せ排出基準適用地域 

塩  素 30mg/Nm3 20mg/Nm3 

塩化水素 

大気汚染防止法施行令別表第1の16 

の頃から19の頃までに掲げる施設 80mg/Nm3 50mg/Nm3 

徳島市(川内町、応神町に限る)

松茂町、北島町 

 

表2-2-22 クロム及びその化合物の規制基準 

有害物質の種類 規制基準 

クロム及びその化合物 排出口における排出ガス1Nm3につきクロムとして0.3mg 

六 価 ク ロ ム 化 合 物 敷地の境界線の地表における大気1m3につき三酸化クロムとして0.0010mg 

 

 また、県公害防止条例により、無機化学工業薬品製造業におけるクロム化合物の取扱施設から排出される

クロム及びその化合物について表2-2-22のとおり規制基準を設けています。 

(イ)粉じん規制 

 平成元年6月に大気汚染防止法が改正され、粉じんを石綿その他人の健康に係る被害を生じるおそれのあ

る物質（特定粉じん）と、それ以外の粉じん（一般粉じん）に分けて規制しています。 

ａ 特定粉じん（法による） 

 特定粉じんは、特定粉じん発生施設（石綿解綿用機械等）を設置する工場・事業場の敷地境界における

濃度により規制を行っています。 

 また、平成8年5月の法改正により、吹き付け石綿を使用する建築物の解体・改造・補修の作業のうち、

一定規模以上のものについて、作業実施の届出や作業基準の遵守等が定められています。 

ｂ 一般粉じん（法・条例による） 

 一般粉じんは、一般粉じん発生施設（鉱物又は土石の堆積場、ベルトコンベア等）の種類ごとに、粉じ

ん飛散防止のための施設の構造並びに使用及び管理に関する基準を定めて規制をしています。 

(ウ)有害大気汚染物質規制 

 平成8年5月に大気汚染防止法が改正され、有害大気汚染物質規制が位置づけられました。これを受けて大

気汚染防止法に基づき、平成9年1月にベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレンの3物質が、

平成9年9月にはダイオキシン類が指定物質（有害大気汚染物質のうち人の健康に係る被害を防止するため、

その排出又は飛散を早急に抑制しなければならない物質）に指定されました。その後、ダイオキシン類対策

特別措置法の施行に伴いダイオキシン類は指定物質から削除され、現在11の指定物質排出施設について指定

物質抑制基準が定められています。 
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(エ)ダイオキシン類規制 

 ダイオキシン類による環境汚染を防止するため、平成12年1月15日にダイオキシン類対策特別措置法が施

行され、規制の対象となる施設を特定施設として指定し、特定施設を設置する事業者に届出を義務付けると

ともに、施設の種類毎に排出基準値が定められています。 

(オ)立入調査等 

 大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設は、791工場・事業場に1,501施設設置されており、その62.3％を

ボイラーが占めています。（表2-2-23） 

 

表2-2-23 ばい煙発生施設設置状況（大気汚染防止法） 

（電気事業法、ガス事業法を含む。） 

平成15年度末現在施設数 
項目 施  設  名 

平成14年度末 
現存 施設数 施  設  数 構 成 比(%) 

1 ボ イ ラ ー 931 935 62.3 

焼 却 炉 5 5 0.3 
3 

焼 結 炉 1 1 0.1 
5 溶 解 炉 9 9 0.6 

6 金 属 加 熱 炉 13 13 0.9 

7 石 油 加 熱 炉 4 4 0.3 
9 焼 成 炉 10 10 0.7 

直 火 炉 5 5 0.3 
10 

反 応 炉 9 15 1.0 
11 乾 燥 炉 45 44 2.9 

12 電 気 炉 3 3 0.2 

13 廃 棄 物 焼 却 炉 118 112 7.5 
15 乾 燥 施 設 4 2 0.1 

16 塩 素 急 速 冷 却 施 設 2 2 0.1 
塩 素 反 応 施 設 17 17 1.1 

塩 化 水 素 反 応 施 設 4 4 0.3 19 

塩 化 水 素 吸 収 施 設 4 5 0.3 
24 鉛 精 錬 用 溶 解 炉 1 1 0.1 

29 ガ ス タ ー ビ ン 38 40 2.7 

30 デ ィ ー ゼ ル 機 関 264 274 18.3 
施 設 合 計 1,487 1,501 － 

工場・事業場数 796 791 － 

 粉じん発生施設は、大気汚染防止法により「特定粉じん」と「一般粉じん」に分けられています。一般粉

じん発生施設は、117工場・事業場に503施設設置されており、その54.9％をベルトコンベアが占めています。

（表2-2-24） 

 また、県公害防止条例に基づくばい煙発生施設及び粉じん発生施設の設置状況は、それぞれ1,567工場・

事業場2,000施設、249工場・事業場962施設で、主なものは前者がボイラー（89.3％）、後者はベルトコンベ

ア等（84.3％）となっています。（表2-2-25、表2-2-26） 

 これらの工場・事業場に対しては、計画的に立入調査を実施し、排出基準の遵守状況及び施設の維持管理

状況等を調査しています。平成15年度は排出基準値を上回って排出する事業場及び施設はありませんでした。 

表2-2-24 一般粉じん発生施設設置状況（法） 

平成15年度末現在施設数 
項目 施  設  名 

平成14年度末 

現在 施設数 施  設  数 構 成 比(%) 

2 堆 積 場 85 85 16.9 

3 ベ ル ト コ ン ベ ア 275 276 54.9 

4 破 砕 機 ・ 磨 砕 機 94 94 18.7 

5 ふ る い 48 48 9.5 

施 設 合 計 495 503 － 

工場・事業場数 116 117 － 



 

－ 61 － 

第
２
部 

 

２
章
１
節 

 

表2-2-25 ばい煙発生施設設置状況（条例） 

平成15年度末現在施設数 
項目 施  設  名 

平成14年度末 

現在 施設数 施  設  数 構 成 比(%) 

1 ボ イ ラ ー 1,769 1,785 89.3 

2 乾 燥 炉 11 11 0.6 

3 廃 棄 物 焼 却 炉 160 165 8.3 

4 クロム化合物の取扱施設 39 39 2.0 

施 設 合 計 1,979 2,000 － 

工場・事業場数 1,552 1,567 － 

 

表2-2-26 粉じん発生施設設置状況（条例） 

平成15年度末現在施設数 
項目 施  設  名 

平成14年度末 

現在 施設数 施  設  数 構 成 比(%) 

1 堆 積 場 129 134 13.3 

2 ベ ル ト コ ン ベ ア 820 811 84.3 

3 お が く ず 堆 積 場 17 17 1.8 

施 設 合 計 966 962 － 

工場・事業場数 248 249 － 

 

 また「県大気汚染対策指導要綱」に規定する使用燃料中の硫黄分の基準遵守状況についても調査を実施し

た結果、指導基準は遵守されています。 

 また、立入調査等の状況については表2-2-27のとおりです。 

 

② 移動発生源対策 

 移動発生源としては、自動車・船舶・航空機等があ

りますが特に自動車は窒素酸化物・炭化水素等の汚染

物質を排出し、総排出量も他のものと比べて多くなっ

ています。 

 我が国の自動車排出ガス規制は、昭和41年のガソリ

ンを燃料とする普通自動車及び小型自動車の一酸化炭

素濃度規制により開始されました。その後、LPGを燃料

とする自動車及びディーゼル自動車が規制対象に追加

され、また、規制対象物質も逐次追加された結果、現

在では、ガソリン又はLPGを燃料とする自動車については一酸化炭素（CO）、炭化水素（HC）及び窒素酸化物

（NOx）が、ディーゼル自動車についてはこれら3物質に加えて粒子状物質（PM）及びPMのうちディーゼル黒

煙が規制対象となっています。 

 近年の自動車排出ガス低減対策は、平成元年12月の中央公害対策審議会答申「今後の自動車排出ガス低減

対策のあり方について」で示された目標に沿って推進されてきました。同答申に基づき、 

●自動車排出ガスについて、ディーゼル自動車等から排出されるNOx、PM等を短期及び長期の2段階の目

標に沿って大幅に削減 

●自動車燃料品質について、軽油中の硫黄分を短期及び長期の2段階に分けて10分の1レベル（0.5質量％

→0.2質量％→0.05質量％）にまで低減 

等の諸施策が平成11年度までにすべて実施されました。 

元年答申で示された目標について完全実施のめどが立ったことから、平成8年5月、環境庁長官により

表2-2-27 立入調査等の状況 

調 査 区 分 工場・事業場数 

立 入 調 査 202 

燃料中硫黄含有率 149 

硫 黄 酸 化 物 28 

ば い じ ん 7 

窒 素 酸 化 物 28 

測 

定 

調 

査 

塩 化 水 素 19 
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中央環境審議会に対して「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」が諮問され、中央環境

審議会大気部会及び同部会に新たに設置された自動車排出ガス専門委員会において検討が開始されま

した。 

平成8年10月18日には、中間答申がとりまとめられ、同答申に基づき、 

●二輪車について排出ガス規制の導入及びHC等の排出削減 

●ガソリン・LPG自動車についてHC等の排出削減 

●自動車燃料品質についてガソリンの低ベンゼン化（5体積％→1体積％） 

の諸施策が、排出ガス規制については平成10年又は11年に、燃料品質規制については平成12年1月に実

施されました。 

平成9年11月21日には、第二次答申がとりまとめられ、同答申に基づき、 

●ガソリン・LPG自動車について、平成12年から14年にかけてNOxとHCの排出量削減に重点を置き対策を

強化し、さらに平成17年頃を目途に新短期目標の2分の1以下を目標に技術開発を進めること 

●ガソリン自動車の燃料蒸気ガス試験法を改定し、前項と同時に燃料蒸気ガス低減対策を強化すること 

●ディーゼル特殊自動車の排出ガス規制を平成16年から導入すること 

が予定されており、ガソリン新短期目標及びガソリン自動車の燃料蒸気ガスについては平成10年9月に

大気汚染防止法に基づく告示「自動車排出ガスの量の許容限度」の改正等所要の措置が講じられまし

た。 

平成10年12月14日には、第三次答申がとりまとめられ、同答申に基づき、 

●ディーゼル自動車について、平成14年から16年にかけてNOx及びPM削減に重点を置き対策を強化し、さ

らに平成19年頃を目途に新短期目標の2分の1程度を目標に技術開発を進めること 

が予定されており、ディーゼル新短期目標については平成12年9月に許容限度の改正等所要の措置が講

じられました。 

平成12年11月1日には、第四次答申がとりまとめられ、同答申に基づき、 

●第三次答申で平成19年頃を目途とされたディーゼル新長期目標を2年前倒しし、平成17年までに達成す

ること 

●軽油中の硫黄分の許容限度設定目標値を平成16年末までに現行の10分の1に低減すること 

●ディーゼル特殊自動車の低減目標を1年前倒しし平成15年までに達成すること 

が予定されております。 

平成14年4月16日には、第五次答申がとりまとめられ、同答申に基づき、 

●ディーゼル自動車について、平成17年度までに窒素酸化物（NOx）等を低減しつつ、粒子状物質（PM）

に重点をおいた対策を行う。特に、重量車（車両総重量3.5t超）は、PMをより大幅に低減すること 

●ガソリン自動車について、排出ガス低減対策と二酸化炭素低減対策の両立に配慮しつつ、NOx等を低減

することとし、乗用車等は平成17年度末までに、軽乗用車は平成19年末までに達成すること。 

平成15年6月30日には、第六次答申がとりまとめられ、同答申に基づき、 

●二輪車の排出ガス低減対策として、平成18年から19年にかけて、現行規制に比べ、炭化水素について

は車種により75％～85％低減、窒素酸化物については50％低減、一酸化炭素については85％低減する

こと 

●デｲーゼル特殊自動車については、平成18年から20年にかけて、粒子状物質、窒素酸化物については、

定格出力範囲ごとに、現行規制に比べ約2～5割低減すること 

●平成19年度末までに新たにガソリン・LPG特殊自動車を規制対象に追加すること。 

が予定されております。 

平成15年7月31日には、第七次答申がとりまとめられ、同答申に基づき、 

●ディーゼル自動車の排出ガス低減対策として、軽油中の硫黄分の許容限度を平成19年から10ppmとする

（現状50ppm） 

●ガソリン及び軽油の品質に係る品質項目の追加と許容限度の見直を図る。 
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こと等が予定及び実施されております。 

現在の自動車排出ガス規制に係る規制値は表2-2-28のとおりです。 

 

表2-2-28 自動車排出ガス規制に係る規制値 

規制年 規制年

平成12年 1.27 (0.67)

平成12年 0.17 (0.08)

平成12年 0.17 (0.08)

平成12年 31.1 (19.00)

平成12年 4.42 (2.20)

平成12年 2.50 (1.40)

平成14年 5.11 (3.30)

平成14年 0.25 (0.13)

平成14年 0.25 (0.13)

平成14年 58.9 (38.00)

平成14年 6.40 (3.50)

平成14年 3.63 (2.20)

平成12年 1.27 (0.67)

平成12年 0.17 (0.08)

平成12年 0.17 (0.13)

平成12年 31.10 (19.00)

平成12年 4.42 (2.20)

平成12年 2.50 (1.40)

平成13年 3.36 (2.10)

平成13年 0.17 (0.08)

平成13年 0.25 (0.25)

平成13年 3.85 (38.50)

平成13年 4.42 (2.20)

平成13年 2.78 (1.60)

平成13年 26.00 (16.00) 平成17年 21.3 (16.00)

平成13年 0.99 (0.58) 平成17年 0.31 (0.23)

平成13年 2.03 (1.40) 平成17年 0.90 (0.70)

平成14年 0.98 (0.63) 平成17年 0.84 (0.63)

平成14年 0.24 (0.12) 平成17年 0.032 (0.024)

小型 平成14年 0.43 (0.28) 小型 平成17年 0.19 (0.14)

中型 平成14年 0.45 (0.30) 中型 平成17年 0.20 (0.15)

小型 平成14年 0.11 (0.052) 小型 平成17年 0.017 (0.013)

中型 平成14年 0.11 (0.056) 中型 平成17年 0.019 (0.014)

平成14年 0.98 (0.63) 平成17年 0.84 (0.63)

平成14年 0.24 (0.12) 平成17年 0.032 (0.024)

平成14年 0.43 (0.28) 平成17年 0.19 (0.14)

平成14年 0.11 (0.052) 平成17年 0.017 (0.013)

平成15年 0.98 (0.63) 平成17年 0.84 (0.63)

平成15年 0.24 (0.12) 平成17年 0.032 (0.024)

平成15年 0.68 (0.49) 平成17年 0.33 (0.25)

平成15年 0.12 (0.06) 平成17年 0.02 (0.015)

平成15,16年 3.46 (2.22) 平成17年 2.95 (2.22)

平成15,16年 1.47 (0.87) 平成17年 0.23 (0.17)

平成15,16年 4.22 (3.38) 平成17年 2.7 (2.00)

平成15,16年 0.35 (0.18) 平成17年 0.036 (0.027)

平成10年 (13.00)

平成10年 (2.00)

平成10年 (0.30)

平成10年 (8.00)

平成10年 (3.00)

平成10年 (0.10)

平成11年 (13.00)

平成11年 (2.00)

平成11年 (0.30)

平成11年 (8.00)

平成11年 (3.00)

平成11年 (0.10)

平成10年 (13.00)

平成10年 (2.00)

平成10年 (0.30)

平成10年 (8.00)

平成10年 (3.00)

平成10年 (0.10)

平成11年 20.00 (13.00)

平成11年 2.93 (2.00)

平成11年 0.51 (0.30)

平成11年 14.40 (8.00)

平成11年 5.26 (3.00)

平成11年 0.14 (0.10)

HC

二輪車
(g/km)

CO

HC

CO

HC

NOx

CO

NOx

CO

CO

NOx

二輪車
(g/km)

CO

HC

NOx

重量車
(2.5t＜GVW)

D13M
(g/kWh)

PM

HC

CO

HC

CO

NMHC

NOx

PM

JE05モード
(g/kWh)

CO

NOx

NOx

NOx

CO

HC

NOx

HC

NOx

CO

HC

CO

HC

NOx

CO

NOx

軽自動車

10･15M
(g/km)

NOx

CO

HC

NOx

試験モード 成分

CO

NMHC

試験モード種類 成分
規制値

現行規制値

乗用車
10･15M
(g/km)

デ
ィ
ー

ゼ
ル

CO

HC

NOx

CO

HC

NOx

CO

G13M
(g/kWh)

中量車
(1.7t＜GVW
 ≦2.5t)

ト
ラ
ッ

ク
・
バ
ス

ガ
ソ
リ
ン
・
L
P
G

乗用車
10･15M+11M
(g/km)

11M
(g/test)

軽量車
(GVW≦1.7t)

10･15M
(g/km)

11M
(g/test)

10･15M
(g/km)

11M
(g/test)

HC

NOx

平成17年

平成17年

平成17年

1.92

0.08

0.08

HC

10･15M+11M
(g/km)

CO

NMHC

NOx

CO

平成19年

平成19年

6.67

0.08

0.08

平成19年

(0.05)

(0.05)

(1.15)

(0.05)

(0.05)

(4.02)

1.92

10･15M+11M
(g/km)

CO

NMHC

NOx

NMHC 平成17年

(1.15)

0.08 (0.05)

0.08 (0.05)

平成17年

平成17年

平成17年

0.10 (0.07)

10･15M
(g/km)

11M
(g/test)

10･15M+11M
(g/km)

CO 平成17年 4.08 (2.55)

重量車
(2.5t＜GVW)

JE05モード
(g/kWh)

CO

NMHC

NOX

0.08 (0.05)

NOx 平成17年

NOx

PM

CO

NOx

PM

10･15M+11M
(g/km)

HC

ディーゼル乗用車
において｢小型車｣
とは、等価慣性重
量1.25t(車両重量
1.265t)以下､｢中型
車｣とは､等価慣性
重量1.25t(車両重
量1.265t)超であ
る｡

軽量車
(GVW≦1.7t)

10･15M
(g/km) NOx

PM

10･15M+11M
(g/km)

CO

CO

NMHC

中量車
(1.7t＜GVW
 ≦2.5t)

10･15M
(g/km)

CO

HC 10･15M+11M
(g/km)

CO

NMHC

NOx

PM

NMHC

NOx

PM

17年規制からは重
量区分を変更｡
(旧)中量車
1.7＜GVW≦2.5t
重量車2.5t＜GVW
(新)中量車
1.7＜GVW≦3.5t
重量車3.5t＜GVW

ト
ラ
ッ

ク
・
バ
ス

HC

NOx

二輪車
(g/km)

4サイクル

2サイクル

第

一
種
原

動
機

付
自
転

車

CO

PM

HC

平成18年 (2.00)

平成18年 (0.50)

平成18年 (0.15)

4サイクル

二輪車
(g/km)

二輪車
(g/km)

CO 平成19年 (2.00)

NOx 平成19年 (0.15)

(2.00)
HC

第

二

種
原

動
機

付

自
転

車

軽
二
輪
自
動
車

4サイクル

二輪車
(g/km)

平成19年 (0.50)

2サイクル

HC 平成18年

平成18年

(0.30)

2サイクル

CO

HC
NOx 平成18年 (0.15)

NOx

NOx

二輪車
(g/km)

CO

2サイクル HC

2.70

NOx 平成19年 0.20

CO

二輪車
(g/km)

CO 平成19年

HC 平成19年 0.40 (0.50)

(0.15)
NOx

18年､19年からの二
輪車の試験モードは
冷始動に変更。

(2.00)
HC

NOx

二
輪
車

小
型
二
輪
自
動
車

4サイクル

備考
次期規制値

規制値
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規制年 規制年

平成15年 6.50 (5.00) 平成19年 (5.00)

平成15年 1.95 (1.50) 平成19年 (1.00)

平成15年 10.40 (8.00) 平成19年 (6.00)

平成15年 1.04 (0.80) 平成19年 (0.40)

平成15年 6.50 (5.00) 平成20年 (5.00)

平成15年 1.69 (1.30) 平成20年 (0.70)

平成15年 9.10 (7.00) 平成20年 (4.00)

37-56kw 平成20年 (0.30)

56-75kw 平成20年 (0.25)

平成15年 6.50 (5.00) 平成19年 (5.00)

平成15年 1.30 (1.00) 平成19年 (1.00)

平成15年 7.80 (6.00) 平成19年 (3.60)

平成15年 0.39 (0.30) 平成19年 (0.20)

平成15年 4.55 (3.50) 平成18年 (3.50)

平成15年 1.30 (1.00) 平成18年 (0.40)

平成15年 7.80 (6.00) 平成18年 (3.60)

平成15年 0.26 (0.20) 平成18年 (0.17)

－ － (－) 平成19年 (20.00)

－ － (－) 平成19年 (0.60)

－ － (－) 平成19年 (0.60)

成分
次期規制値

備考
規制値 規制値

試験モード 成分
現行規制値

試験モード

8M(g/km)

CO

HC

NOx

CO

HC

NOx

PM

(0.40)

8M(g/km)

CO

HC

NOx

CO

HC

PM

8M(g/km)

8M(g/km)

PM 平成15年 0.52 PM

8M(g/km)

CO

8M(g/km)

CO

HC HC

NOx

NOx

NOx

PM PM

8M(g/km)

CO

8M(g/km)

CO

HC HC

NOx NOx

PM PM

デ
ィ
ー

ゼ
ル
特
殊
自
動
車

定格出力
19kw以上37kw未満
のもの

定格出力
37kw以上75Kw未満
のもの

定格出力
75kw以上130Kw未
満のもの

定格出力
130kw以上560Kw未
満のもの

種類

NOx

ガソリ
ン･LPG特
殊自動車

定格出力19kw
以上560Kw未
満のもの

－

CO

HC

NOx

新モード
(g/km)

CO

HC

 

※CO:一酸化炭素、HC:炭化水素、NMHC:非メタン炭化水素、NOx:窒素化合物、PM:粒子状物質 
※規制値1.27（0.67）とは、1台当たりの上限値1.27、型式当たりの平均値0.67を示す。 
※重量車以外については、平成17年(2005年)からは11モードの測定値に0.12を乗じた値と10･15モードの測定値に0.88を乗じた値

との和で算出される値に対し、平成20年(2008年)からは、新たな試験モードを冷機状態において測定した値に0.25を乗じた値
と10･15モードの測定値に0.75を乗じた値との和で算出される値に対し、平成23年(2011年)からは新たな試験モードを冷機状態
において測定した値に0.25を乗じた値と新たな試験モードを暖機状態において測定した値に0.75を乗じた値との和で算出され
る値に対し適用される。 

※ディーゼル車トラック・バスの重量車のうち、車両総重量2.5t＜GVW≦12tについては平成15年10月1日から、車両総重量12t＜
GVWについては平成16年10月1日から適用される。 

※新モードとは、平成15年6月の中央環境審議会答申で規定されているモード。 

 

（４）緊急時対策 

 大気汚染防止法では、大気の汚染が著しくなり、人の健康や生活環境に影響を与える一定のレベルを超える

状態となった場合に、一般住民への周知及び工場・事業場に対してのばい煙排出量削減等の緊急時の措置を行

うよう定めています。 

 本県においては、大気汚染監視テレメータ・システムにより県下25箇所の測定局で常時監視を行っており、

測定値が一定レベルを超えた場合には「徳島県大気汚染緊急時対策措置要綱」に基づいた措置を行なっていま

す。 

 この要綱において対象としている汚染物質は、光化学オキシダント・二酸化窒素・硫黄酸化物・浮遊粒子状

物質及び一酸化炭素で、これらの物質のうち、いままでに要綱に基づく措置をとったのは光化学オキシダント

のみです。 

 光化学オキシダントに係る対象地域及び発令区域の区分は表2-2-29、緊急時報等発令基準及び措置内容は表

2-2-30のとおりです。 

 

表2-2-29 オキシダントに係る対象地域及び発令区域 

区   分 地 域 及 び 区 域 

対 象 地 域 

( 4 市 9 町 ) 

徳島市、鳴門市、小松島市、阿南市、那賀川町、羽ノ浦町、鷲敷町、由岐町、松

茂町、北島町、藍住町、脇町、池田町 

発 令 地 区 

( 1 1 区 域 ) 

今 切 区 域(徳島市川内町、応神町、松茂町及び北島町の全域) 

徳 島 市 区 域(徳島市のうち、吉野川以南の地域の全域) 

鳴 門 区 域(鳴門市の全域) 

小 松 島 区 域(小松島市の全域) 

阿 南 区 域(阿南市の全域) 

那賀川・羽ノ浦区域(那賀川及び羽ノ浦市町の全域) 

鷲 敷 区 域(鷲敷町の全域) 

由 岐 区 域(由岐町の全域) 

藍 住 区 域(藍住町の全域) 

脇 町 区 域(脇町の全域) 

池 田 区 域(池田町の全域) 
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表2-2-30 オキシダントに係る発令基準及び措置内容 

措置内容 緊急時報 

の区分 
発令基準 

ばい煙排出者 自動車使用者等 

予報 

 区域内の1以上の測定局に

おいて、1時間値が0.10ppm

以上となり、かつ気象条件か

らみて注意報の発令基準程

度に大気の汚染が進行する

おそれがあると予想される

とき。 

１ 発令区域内の主要ばい煙排出者(注1)に対し、予

報発令時点における窒素酸化物排出総量の20%以

上の削減措置又はこれに相当する措置をとるよう

協力要請する。 

２ 発令区域外に位置する主要排出者に対しては、

必要に応じ、1と同様の削減措置をとるよう協力要

請する。 

－ 

注意報 

 区域内の1以上の測定局に

おいて、1時間値が0.12ppm

以上となり、かつ気象条件か

らみて大気の汚染の状態が

継続すると認められるとき。 

１ 発令区域内の主要ばい煙排出者に対し、予報段

階の措置と同様の措置をとるべきこと又は継続す

るべきことを勧告する。 

２ 発令区域外に位置する主要排出者に対しては、

必要に応じ、1と同様の削減措置をとることを勧告

する。 

 自動車の使用者
又 は運 転者 に対
し、自動車の運行
を自主的に制限す
るよう協力要請す
る。 

警報 

 区域内の1以上の測定局に

おいて、1時間値が0.24ppm

以上となり、かつ気象条件か

らみて大気の汚染の状態が

継続すると認められるとき。 

 発令区域内及びその周辺に位置するばい煙排出者

(注2)に対し、予報発令時点(ただし、主要ばい煙排

出者以外のばい煙排出者は警報発令時点)における

窒素酸化物排出総量の30%以上の削減措置又はこれ

に相当する措置をとるべきことを勧告する。 

 注意段階と同様

の措置とする。 

重大警報 

 区域内の1以上の測定局に

おいて、1時間値が0.40ppm

以上となり、かつ気象条件か

らみて大気の汚染の状態が

継続すると認められるとき。 

 大気の汚染状態等がばい煙に起因する場合にあっ

ては、発令区域内及びその周辺に位置するばい煙排

出者に対し、予報発令時点(ただし、主要ばい煙排出

者以外のばい煙排出者は警報発令時点)における窒

素酸化物総排出量の40%以上の削減措置又はこれに

相当する措置をとるべきことを命令する。 

 大気汚染状態等
が、自動車排出ガ
スに起因する場合
にあっては、公安
委員会に対し道路
交通法の規定によ
る措置をとるべき
ことを要請する。 

（注） 1 主要ばい煙排出者とは表2ｰ2ｰ31の工場･事業場です｡ 

2 ばい煙排出者とは排出ｶﾞｽ量の最大値の合計が1万Nm3/h以上の工場です｡ 

 

表2-2-31 主要ばい煙排出者 

市  町 工場・事業場名 

徳 島 市 大塚化学㈱徳島工場、東亜合成㈱徳島工場、日清紡績㈱徳島工場、新日本理化㈱徳島工場 

鳴 門 市 鳴門塩業㈱製塩工場、㈱大塚製薬工場 

小 松 島 市 日本製紙㈱小松島工場 

阿 南 市 
王子製紙㈱富岡工場、四国電力㈱阿南発電所、日本電工㈱徳島工場、四国電力㈱橘湾発電所、 

電源開発㈱橘湾火力発電所 

北 島 町 四国化成工業㈱徳島工場 

藍 住 町 光洋精工㈱徳島工場 

 

（５）尿中クロム実態調査等 

 阿南市に所在するクロム取扱工場周辺において、クロムに関する人体への影響の程度を把握するため、毎年

度周辺住民等を対象に尿中クロムの実態調査を行っています。過去5年間の調査結果は表2-2-32のとおりです。 

 平成15年度の調査結果は、過去6年間と同様、異常は認められませんでした。 

 この調査とは別に、工事の敷地境界及び周辺環境においても、浮遊粉じん中のクロムについて年間を通じた

調査を実施していますがほぼ横ばいの状況で推移しています。また、六価クロムについては、現在まですべて

不検出となっています。過去6年間の調査結果は表2-2-33のとおりです。 
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表2-2-32 尿中クロム実態調査 

調 査 対 象 者 (人) 
年   度 

周 辺 住 民 対  照  者 合     計 
調 査 結 果 

9 12 7 19 異常なし 

10 15 7 22 〃 

11 22 5 27 〃 

12 11 3 14 〃 

13 4 2 6 〃 

14 8 2 10 〃 

15 4 2 6 〃 

 

表2-2-33 工場周辺等のクロム調査結果 

敷 地 境 界(2地点) 周 辺 環 境(6地点) 区 分 

 

年 度 

六価クロム化合物 
(μg/m3) 

全クロム 
(μg/m3) 

六価クロム化合物 
(μg/m3) 

全クロム 
(μg/m3) 

9 不検出 0.034(平均) 不検出 不検出 

10 〃 0.038(〃) 〃 0.015(平均) 

11 〃 0.042(〃) 〃 0.004(〃) 

12 〃 0.035(〃) 〃 0.010(〃) 

13 〃 0.027(〃) 〃 0.016(〃) 

14 〃 0.022(〃) 〃 0.006(〃) 

15 〃 0.036(〃) 〃 0.002(〃) 

 

３ 今後の取り組みの方向性 

（１）固定発生源の規制・指導の強化 

 最近の固定発生源の増加及び多様化などにより、排出基準の遵守状況等について、監視指導を強化します。 

また、大規模工場については、テレメータ・システムによる発生源監視を継続して行います。 

 

（２）環境測定局装置の整備・充実 

 大気汚染の常時監視は、環境基準達成状況の把握、大気汚染防止対策の確立等のために不可欠であることか

ら、老朽化した測定機器の計画的な更新を行うとともに、維持管理を徹底し、測定値の精度・信頼性の確立を

図ります。 

 

（３）有害大気汚染物質対策 

 有害大気汚染物質のうちダイオキシン類、ベンゼン等の優先取組物質を中心に、継続して一般地域、固定発

生源等周辺の環境濃度の把握に努めるとともに、環境基準の維持達成のため必要に応じ低減対策を講じていき

ます。 

 

（４）普及啓発活動 

 大気環境問題に対する理解と認識を高めるため、アイドリングストップ運動を中心とする県民参加型の環境

保全運動の啓発を進めています。 

 


